




















































　昭和21年11月 3 日，日本国憲法が公布された（施行は翌年 5月 3日）。翌年 3月31
日，教育基本法が公布・施行された。いわゆる“憲法 =教育基本法体制”と後にい
われるようになる，戦後の教育制度の基本がスタートした。その後，学校教育法（昭
























































































































































































































































































































　 ▽  安藤良雄（東京大学経済学部教授）の文部省廃止論（安藤良雄「最近の文教政策
に思う」，東京大学新聞・昭和32年11月13日号）
　これらのほかにもこれまで散見したものや見聞によるものまで含めればまだある
が，ここでは割愛させていただきたい。以上の内容の正確な調査・検討が必要である。
　最後に，さらなる研究・考察課題とともに改めての課題提示を次に掲げたい。
①憲法改正が前提なのかどうか。
②現憲法下における制度の改善と教育権の独立保障のあり方について。
─56─
基調講演：“第四権としての教育権”の独立を考える
③現憲法下における教育観・教育思想の改善と教育権の独立保障のあり方について。
④ 歴史的な思想・制度論の研究─ロック，ホッブス，モンテスキュー，ルソー，カン
ト，ペスタロッチ，ヘルバルト，さらに日本の教育思想家や教育理論・教育運動な
どについて。
　以上，あくまでも大﨑の考察の報告である。皆様の大いなるご研究・考察を期待し
ます。
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